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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内層に平均セル径が０．０１～５０μｍ、平均セル密度が１０8～１０16個／ｃｍ3であ
る発泡部分と、表層に前記発泡部分と一体化した厚さ１０～１０００μｍの非発泡部分と
を有する熱可塑性樹脂発泡射出成形体を製造する方法であって、
（I）発泡剤を供給するラインを有する連続可塑化装置（１）内で、１００～４５０℃で
熱可塑性樹脂１００重量部を溶融し、超臨界状態の二酸化炭素および／または窒素を、熱
可塑性樹脂１００重量部当たり０．１～３０重量部添加し、熱可塑性樹脂と超臨界状態の
二酸化炭素および／または窒素の定量的混合溶解を継続し、相溶状態の溶融樹脂組成物を
形成するガス溶解工程、
（II）連続可塑化装置（１）内で、前記二酸化炭素および／または窒素の臨界圧力以上の
圧力を維持したまま該溶融樹脂組成物を５０～３００℃の温度に下げる冷却工程、
（III）連続可塑化装置（１）に接続した射出プランジャー（６）を有する射出装置（７
）により、前記二酸化炭素および／または窒素の臨界圧力以上の圧力を維持したまま冷却
した該溶融樹脂組成物を計量し、金型（８）内に充填する計量射出工程、及び、
（IV）金型（８）内の圧力を前記二酸化炭素および／または窒素の前記臨界圧力以下の圧
力に低下することによりセル核を発生させ、該セル径を制御する発泡制御工程からなり、
計量射出工程までは、二酸化炭素および／または窒素の超臨界状態を維持し、かつ連続可
塑化装置（１）によるガス溶解工程および冷却工程と射出装置（７）による計量射出工程
を独立に行うことを特徴とする熱可塑性樹脂発泡射出成形体を製造する方法。
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【請求項２】
　発泡剤を供給するラインを有する連続可塑化装置（１）と、射出プランジャー（６）を
有する射出装置（７）の間に、開閉バルブ（５）を介して射出装置（７）に接続される該
連続可塑化装置（１）の流出路に接続された、混合部を有するアダプター（２）を設ける
ことを特徴とする請求項１記載の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法。
【請求項３】
　厚さが０．５～５０ｍｍの発泡体が製造可能な請求項１記載の熱可塑性樹脂発泡射出成
形体の製造方法。
【請求項４】
　厚さが１０～５０ｍｍの発泡体が製造可能な請求項１記載の熱可塑性樹脂発泡射出成形
体の製造方法。
【請求項５】
　発泡制御工程を、溶融樹脂組成物を射出したのちに金型（８）内に充填した高圧ガスの
脱ガスおよび／または金型（８）のコアの少なくとも一部の後退で行う請求項１記載の熱
可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法。
【請求項６】
　熱可塑性樹脂にさらに整泡剤を０．１～１０重量部添加することを特徴とする請求項１
記載の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法。
【請求項７】
　発泡剤を供給するラインを有する連続可塑化装置（１）と、射出プランジャー（６）を
有する射出装置（７）の間に、開閉バルブ（５）を介して射出装置（７）に接続される、
プランジャーを有する樹脂アキュームレータ装置（４）を設けることを特徴とする請求項
１記載の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法。
【請求項８】
　混合部を有するアダプター（２）と、射出プランジャー（６）を有する射出装置（７）
の間に、開閉バルブ（５）を介して射出装置（７）に接続される、プランジャーを有する
樹脂アキュームレータ装置（４）を設けることを特徴とする請求項７記載の熱可塑性樹脂
発泡射出成形体の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は物性および表面外観の優れた熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法に関し、
さらに詳細には、発泡剤として超臨界状態の二酸化炭素および／または窒素を用いた、微
細な平均セル径と均一な平均セル密度のセルを有する発泡部分及びその表面に外観が良好
で発泡部分と一体化した非発泡部分を有する熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法に関
する。
【０００２】
【従来の技術】
熱可塑性樹脂発泡体は、化学発泡剤や物理的発泡剤を用いて製造する方法が知られている
。
【０００３】
化学発泡法は、一般に原料樹脂と、成形温度で分解してガスを発生する低分子量の有機発
泡剤を混合し、該発泡剤の分解温度以上に加熱することにより発泡成形する方法である。
この方法は、ガスの発生が分解温度に対してシャープであり、分解温度も発泡助剤等を添
加することによって容易に調製できる上に、独立気泡を有する発泡体を得ることができる
。
【０００４】
しかし、これらの発泡体は、特殊な発泡剤を用いるためコストが高くなることに加えて、
発泡体中に残存する発泡剤の分解残留物のために、発泡体の変色、臭気の発生、食品衛生
上の問題などを生じる。また、化学発泡剤が原因である成形機の汚れおよびそれに伴う成
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形不良についても問題となっている。
【０００５】
これに対し、物理的発泡法であるガス発泡法は、成形機で樹脂を溶融したところに、ブタ
ン、ペンタン、ジクロロジフロロメタンのような低沸点有機化合物を供給し、混練した後
、低圧域に放出することにより発泡成形する方法である。この方法に用いられる低沸点有
機化合物は、樹脂に対して親和性があるため溶解性に優れ、また、保持性にも優れている
ことから、高倍率発泡体を得ることができるという特徴を持っている。しかしながら、こ
れらの発泡剤は、コストが高いことに加え、可燃性や毒性等の危険性を有しており、大気
汚染の問題を生じる可能性を持っている。また、ジクロロジフロロメタンをはじめとする
フロン系ガスはオゾン層破壊の環境問題から全廃の方向へ進んでいる。
【０００６】
このような従来法の問題点を解決する為に、クリーンでコストがかからない炭酸ガス、窒
素等の不活性ガスを発泡剤とする方法が数多く提案されている。しかしながら、該不活性
ガスは樹脂との親和性が低いことから、溶解性に乏しい。このため発泡体は、気泡径が大
きく、不均一で、セル密度が小さいため、外観性、機械的強度、断熱性、発泡倍率の点に
問題があった。
【０００７】
またストラクチュラルフォームを成形するための射出発泡成形においてもこれまで種々の
手法が提案されている。これらの手法により得られる発泡体は、表面のスキン層と中間の
コア層からなるサンドイッチ構造を形成するため、同重量樹脂の比較では、発泡により体
積が増大する効果により、通常の射出成形品よりも３ないし４倍の剛性が得られる。しか
しながら、これらの手法において製造される発泡体のセル径は５０から１００μmと大き
く、またセル径が不均一であるため、衝撃強度試験においてはセルが破壊の起点となり、
強度の低下を伴うことが指摘されている。
【０００８】
これらの問題を解決する技術として、米国特許４４７３６６５号公報には、２～２５μm
の径を有する微細なセルを均一に分散させた発泡成形体を得るための製造方法が記載され
ている。この方法では、まず、加圧下で、不活性ガスを熱可塑性樹脂製シート中に飽和す
るまで含浸させる。その後、熱可塑性樹脂のガラス転移温度まで熱してから、減圧して、
樹脂に含浸しているガスを過飽和状態にして、セル核を生成し、急冷することによって、
セルの成長を制御する。または、予め、加圧下で不活性ガスを飽和させた熱可塑性樹脂を
加熱溶融して加圧下で賦形したのち、冷却減圧しセル核を生成、冷却してセル径を制御す
る方法を用いた押出成形および射出成形による製造方法が例示されている。上記の方法に
よって、微細で多数のセルを有する発泡体を得ることができるが、不活性ガスは、樹脂と
の親和性が低いことから、樹脂中にガスを完全に含浸させるのに十数時間を要してしまい
、工業的に実施するのは実質的に困難である。
【０００９】
米国特許５１５８９８６号公報には、発泡剤として超臨界流体を用い、これを熱可塑性樹
脂に含浸させることにより、極めて微細なセル径と大きなセル密度を有する発泡体を得る
技術が記載されている。超臨界液体は、液体に近い優れた溶解性と、気体に近い優れた拡
散性を有するため樹脂への溶解性が高く、また樹脂中での拡散速度も大きいことから、短
時間で発泡剤を樹脂中に含浸させることが可能となる。この公報では、熱可塑性樹脂を押
出機によりシート化し、超臨界状態の二酸化炭素で満たされた加圧室に導入し、該シート
中に二酸化炭素を含浸した後、大気圧下の発泡室においてヒーターで加熱し発泡させ、発
泡体を得る方法と、押出機で樹脂を溶融したところへ超臨界状態の二酸化炭素を含浸させ
、シート状に押し出した成形体を加圧室に導入し、その圧力変化によりセル核を生成し、
加熱冷却により、セル径、セル密度を制御し、発泡体を得る方法が提案されている。
【００１０】
しかしながら、いずれの方法も大規模な高圧設備が必要であり、莫大な設備コストを要し
、作業効率も悪く、工業化するのは困難である。また前者の方法は、シート状の成形体に
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直接含浸させるため、二酸化炭素を成形体に完全に浸透させるには長時間を要し、後者の
方法は、溶融樹脂中に含浸させるため、前者の方法よりは二酸化炭素の浸透速度は速いが
、押出機一台の混練だけで、二酸化炭素の相溶化と多数のセル核の生成を行うことは難し
く、微細で多数のセルを有する発泡体を得ることは困難であった。
【００１１】
本発明者らは、特開平８－１１１９０号公報において、第１押出機とこれに繋がる混合部
を有するアダプターにより、溶融した熱可塑性樹脂に発泡剤である不活性ガスを含浸させ
、熱可塑性樹脂と不活性ガスの相溶状態を形成するガス溶解工程と、第２押出機により、
加圧状態を維持したまま、溶融樹脂の温度を下げる冷却工程と、急激な圧力低下により多
数のセル核を発生させる核発生工程と、セル径を制御する発泡制御工程からなることを特
徴とする微細で多数のセルを均一に有する熱可塑性樹脂発泡体の発泡押出成形による製造
方法を提案した。
【００１２】
この製造方法では、米国特許４４７３６６５号公報や米国特許５１５８９８６号公報に記
載の製造方法では実質上極めて困難な発泡体の製造を、連続的に行うことが可能である。
しかしながらこの製造方法は、核発生工程において溶融樹脂に高せん断を与えるためにダ
イスのリップ開度を極めて狭くする必要があり、薄物の発泡体を製造するには好適だが、
比較的厚肉の発泡体を製造するのには適さないことが明らかになりつつある。また特開平
８－１１１９０号公報には押出成形方法しか開示されていない。
【００１３】
また米国特許５１５８９８６号公報には、射出成形機シリンダー内で熱可塑性樹脂を溶融
し超臨界の二酸化炭素を含浸させたのち、均一に分散したところで急激に加熱してセル核
を生成し、発泡を制御するために高圧ガスの充填された金型内に、溶融樹脂を射出するこ
とで発泡体を得る方法が提案されている。
【００１４】
しかしながらこの方法においては
１）　射出成形機のみで、樹脂溶融、二酸化炭素混練、射出を行うため、また射出の際に
は樹脂の計量が停止するために、連続的に供給される二酸化炭素供給の定量性の確保と、
熱可塑性樹脂と二酸化炭素の混合比を一定に保つのが困難である。
２）　通常の射出成形機のみでは、計量終了後スクリュウ背圧が停止するため、相溶状態
の熱可塑性樹脂と二酸化炭素が分離してしまい、金型内に射出した時にセルの微細化が難
しい。
等の欠点があり、その結果、物性測定用試験片程度の小さな成形品では、微細なセルの発
泡体が得られるものの、大型の成形品の場合には、均一で微細なセル径が得にくい等の問
題があった。
【００１５】
【発明が解決しようとする課題】
　本発明の目的は、発泡剤として二酸化炭素および／または窒素を用いて、微細な平均セ
ル径と均一な平均セル密度のセルを有する発泡部と表面外観が良好で表層に該発泡部と一
体化した非発泡部分を有する熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法を提供することであ
る。
【００１６】
【課題を解決するための手段】
　本発明者らは、微細な平均セル径と均一な平均セル密度のセルを有する発泡部と、表面
外観が良好で表層に該発泡部と一体化した非発泡部分を有する熱可塑性樹脂発泡射出成形
体について鋭意研究を重ねた結果、発泡剤を供給するラインを有する連続可塑化装置（１
）に、射出プランジャー（６）を有する射出装置（７）を接続することで、熱可塑性樹脂
と超臨界状態の二酸化炭素および／または窒素を充分に混練し、相溶状態にしたのち、急
激な圧力低下を起こして連続的にしかも短時間で、表面外観が良好で発泡部と一体化した
未発泡部分を表層に有する熱可塑性樹脂発泡射出成形体が製造できることを見いだし本発
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明に到達した。即ち、本発明は以下の実施態様を包含する。
【００１９】
　（ａ）内層に平均セル径が０．０１～５０μｍ、平均セル密度が１０8～１０16個／ｃ
ｍ3である発泡部分と、表層に前記発泡部分と一体化した厚さ１０～１０００μｍの非発
泡部分とを有する熱可塑性樹脂発泡射出成形体を製造する方法であって、
（I）発泡剤を供給するラインを有する連続可塑化装置（１）内で、１００～４５０℃で
熱可塑性樹脂１００重量部を溶融し、超臨界状態の二酸化炭素および／または窒素を、熱
可塑性樹脂１００重量部当たり０．１～３０重量部添加し、熱可塑性樹脂と超臨界状態の
二酸化炭素および／または窒素の定量的混合溶解を継続し、相溶状態の溶融樹脂組成物を
形成するガス溶解工程、
（II）連続可塑化装置（１）内で、前記二酸化炭素および／または窒素の臨界圧力以上の
圧力を維持したまま該溶融樹脂組成物を５０～３００℃の温度に下げる冷却工程、
（III）連続可塑化装置（１）に接続した射出プランジャー（６）を有する射出装置（７
）により、前記二酸化炭素および／または窒素の臨界圧力以上の圧力を維持したまま冷却
した該溶融樹脂組成物を計量し、金型（８）内に充填する計量射出工程、及び、
（IV）金型（８）内の圧力を前記二酸化炭素および／または窒素の前記臨界圧力以下の圧
力に低下することによりセル核を発生させ、該セル径を制御する発泡制御工程からなり、
計量射出工程までは、二酸化炭素および／または窒素の超臨界状態を維持し、かつ連続可
塑化装置（１）によるガス溶解工程および冷却工程と射出装置（７）による計量射出工程
を独立に行うことを特徴とする熱可塑性樹脂発泡射出成形体を製造する方法。
【００２０】
　(b) 発泡剤を供給するラインを有する連続可塑化装置（１）と、射出プランジャー（６
）を有する射出装置（７）の間に、開閉バルブ（５）を介して射出装置（７）に接続され
る該連続可塑化装置（１）の流出路に接続された、混合部を有するアダプター（２）を設
けることを特徴とする(a)記載の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法。
【００２１】
　（ｃ）　厚さが０．５～５０ｍｍの発泡体が製造可能な（ａ）記載の熱可塑性樹脂発泡
射出成形体の製造方法。
【００２２】
　（ｄ）　厚さが１０～５０ｍｍの発泡体が製造可能な（ａ）記載の熱可塑性樹脂発泡射
出成形体の製造方法。
【００２３】
　（ｅ）発泡制御工程を、溶融樹脂組成物を射出したのちに金型（８）内に充填した高圧
ガスの脱ガスおよび／または金型（８）のコアの少なくとも一部の後退で行う（ａ）記載
の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法。
【００２４】
　（ｆ）熱可塑性樹脂にさらに整泡剤を０．１～１０重量部添加することを特徴とする（
ａ）記載の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法。
【００２５】
　(g) 発泡剤を供給するラインを有する連続可塑化装置（１）と、射出プランジャー（６
）を有する射出装置（７）の間に、開閉バルブ（５）を介して射出装置（７）に接続され
る、プランジャーを有する樹脂アキュームレータ装置（４）を設けることを特徴とする(a
)記載の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法。
【００２６】
　(h) 混合部を有するアダプター（２）と、射出プランジャー（６）を有する射出装置（
７）の間に、開閉バルブ（５）を介して射出装置（７）に接続される、プランジャーを有
する樹脂アキュームレータ装置（４）を設けることを特徴とする(g)記載の熱可塑性樹脂
発泡射出成形体の製造方法。
【００２７】
【発明の実施の形態】
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本発明者らは、上記目的の達成のため検討を行なった。本発明のために設計された図１の
装置および方法について説明する。発泡剤を供給するラインを有する連続可塑化装置（１
）に、開閉バルブ（５）を介して射出プランジャー（６）を有する射出装置（７）を接続
した。この連続可塑化装置（１）に樹脂を移送し、加熱溶融しながら超臨界状態の二酸化
炭素および／または窒素を導入し、相溶状態の溶融樹脂組成物を形成する。
【００２８】
この後該溶融樹脂組成物は、射出プランジャー（６）を有する射出装置（７）へと移送さ
れる。移送された後、開閉バルブ（５）を閉じることで、連続可塑化装置（１）と射出装
置（７）は互いに独立した状態となる。連続可塑化装置（１）は、射出装置（７）が計量
射出を行っている間も停止することなく、連続的に溶融樹脂組成物を形成する。なおこの
間は射出装置（７）に計量しないため、連続可塑化装置（１）内の圧力は上昇するが、圧
力の上昇によって溶融樹脂組成物の相溶状態が壊れることはないので、ガス溶解工程、冷
却工程を継続することに問題はない。しかしながら連続可塑化装置（１）の耐圧能力に問
題が生じる場合には、開閉バルブ（５）の作動で溶融樹脂組成物を系外に排出できる装置
としておくことも、本発明の主旨を逸脱しない。
【００２９】
一方射出装置（７）は計量終了後射出を行うが、図５で示した通常の射出成形機において
は計量終了後背圧が一旦切れてしまうが、本発明においては、計量開始から射出終了まで
発泡剤の臨界圧力以上の背圧を常にかけた状態に維持する。このため、連続可塑化装置（
１）で形成された溶融樹脂組成物は、発泡剤と樹脂が相分離する事無く金型（８）内へ射
出される。
【００３０】
　金型（８）内では、溶融樹脂組成物を射出したのちに金型（８）内に充填した高圧ガス
の脱ガスおよび／または金型（８）コアの一部あるいは全部を後退することで発泡制御工
程を行う。この時射出された樹脂の金型（８）と接触した部分は、冷却されることで実質
的に１μｍ以上のセルが存在しない緻密な非発泡層として、発泡成形品の表面部分に一体
化して形成されることで、発泡射出成形品の断面は図７に示すような構造となる。
【００３１】
また本発明の実施態様の一つを図２に示す。発泡剤を供給するラインを有する連続可塑化
装置（１）と、射出プランジャー（６）を有する射出装置（７）の間に、開閉バルブ（５
）を介して射出装置（７）と接続される該連続可塑化装置（１）の流出路に接続された、
混合部を有するアダプター（２）を設けることは、溶融熱可塑性樹脂と二酸化炭素および
／または窒素の混合をさらに進行させ、熱可塑性樹脂と二酸化炭素および／または窒素の
相溶状態の形成が容易になること、および該アダプター（２）の温度制御により溶融状態
にある樹脂を、この後の射出、発泡に適した粘度になるよう冷却することが容易となる。
この混合部を有するアダプター（２）については特に制限は無いが、樹脂の混練および冷
却を行うことからスタティックミキサーを内蔵するアダプター（２）が好適に用いられる
。
【００３２】
また本発明の実施態様の一つを図３に示す。射出プランジャー（６）を有する射出装置（
７）の前に、開閉バルブ（５）を介して射出装置（７）と接続される、プランジャーを有
する樹脂アキュームレータ装置（４）を設けることで、計量終了後、該開閉バルブ（５）
が閉に切り替わり、該射出プランジャー（６）によって、金型（８）内への射出を行う間
、連続可塑化装置（１）から送られてくる溶融樹脂は、該開閉バルブ（５）直前に備えら
れている樹脂アキュームレータ装置（４）へと送られ、該溶融樹脂の流入によって、樹脂
アキュームレータ装置（４）のプランジャーが後退するという該樹脂アキュームレータ装
置（４）の制御により、装置系内を所定圧力に維持することが容易となるため、溶融樹脂
組成物の相溶状態の維持が容易となり発泡射出成形体のセル径を微細にすることが容易と
なるため好ましい。
【００３３】
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また本発明の実施態様の一つを図４に示す。さらに同様にプランジャーを有する樹脂アキ
ュームレータ装置（４）に代えてもう一台の射出プランジャー（６）を有する射出装置（
７）を設けることも可能であり、装置系内を所定圧力に維持することが容易となるため、
溶融樹脂組成物の相溶状態の維持が容易となり発泡射出成形体のセル径を微細にすること
が容易となるため好ましい。
【００３４】
本発明に用いられる熱可塑性樹脂としては、可塑化する温度が１００～４５０℃の熱可塑
性樹脂であれば特に制限無く使用でき、例えばスチレン系樹脂、（例えば、ポリスチレン
、ブタジエン・スチレン共重合体、アクリロニトリル・スチレン共重合体、アクリロニト
リル・ブタジエン・スチレン共重合体等）、ＡＢＳ樹脂、ポリエチレン、ポリプロピレン
、エチレン－プロピレン樹脂、エチレン－エチルアクリレート樹脂、ポリ塩化ビニル、ポ
リ塩化ビニリデン、ポリブテン、ポリカーボネート、ポリアセタール、ポリフェニレンオ
キシド、ポリビニルアルコール、ポリメチルメタクリレート、飽和ポリエステル樹脂（例
えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート等）、生分解性ポリエ
ステル樹脂（例えば、ポリ乳酸のようなヒドロキシカルボン酸縮合物、ポリブチレンサク
シネートのようなジオールとジカルボン酸の縮合物等）ポリアミド樹脂、ポリイミド樹脂
、フッ素樹脂、ポリサルフォン、ポリエーテルサルフォン、ポリアリレート、ポリエーテ
ルエーテルケトン、液晶ポリマー等の１種または２種以上の混合物が挙げられる。これら
の熱可塑性樹脂中では、スチレン系樹脂、ポリオレフィン系樹脂が好ましく、特にポリス
チレン、ポリプロピレンが好ましい。
【００３５】
さらにそれぞれの熱可塑性樹脂の加工温度付近で測定するメルトフローインデックスが０
．０５～６０ｇ／１０分、好ましくは０．１～４０ｇ／１０分、さらに好ましくは０．２
～２０ｇ／１０分の程度の範囲にあることが好ましい。この場合の測定条件、即ち、測定
温度や荷重はＡＳＴＭで規定された条件が目安となり、例えばポリプロピレンの場合は、
２３０℃、２．１６kgf/cm2、ポリスチレンの場合は、２００℃、５．０kgf/cm2であり、
その他ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８に定められた測定条件に従って測定する。
【００３６】
メルトフローインデックスが上記下限範囲付近以上では、溶融時の樹脂粘度が適当で、押
出機の負荷が過大にならず、加工が容易である。また上記上限範囲付近以下であれば、樹
脂が発泡時のガス圧に耐えて粘度を保持でき、破泡を生じないで微小なセルを生成するこ
とができる。この目安によって使用する樹脂のメルトインデックは適宜選択することがで
きる。
【００３７】
熱可塑性樹脂として、例えばポリプロピレンやポリスチレン等のメルトフローインデック
スが１０～６０g/10分のものを使用した際には、高倍率の製品を得易い。またメルトフロ
ーインデックスが０．０５～１０g/10分のものを使用した際には、冷却固化が速いため冷
却時間の短縮が可能となり、生産性向上の効果が生じる。
【００３８】
本発明に発泡剤として用いられる超臨界状態の二酸化炭素および／または窒素の量は、熱
可塑性樹脂組成物１００重量部に対して、０．１～３０重量部、さらに好ましくは０．２
～２０重量部であることが好ましい。
【００３９】
発泡剤が０．１重量部以下では微細な平均セル径は得られず、また３０重量部以上におい
ては発泡体表面に水膨れ状の外観不良が生じ、美麗な表面外観は得難い。
【００４０】
発泡剤として用いられる超臨界状態の二酸化炭素または窒素は単独で使用できるが、二酸
化炭素と窒素を混合して使用しても良い。この場合、その混合比率はモル比で１：９～９
：１の範囲であることが好ましい。発泡体に使用する熱可塑性樹脂が、ＰＥＴ、ＰＢＴ、
ポリ乳酸等のポリエステル系樹脂、ポリカーボネート、ポリアミド等の場合、発泡剤を二
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酸化炭素を単独で使用するよりも、二酸化炭素と窒素を併用する方が、セルの微細化、高
セル密度化しやすく好ましい。
【００４１】
射出成形機内で樹脂組成物の溶融物中に発泡剤を混合する方法としては、例えば気体状態
の二酸化炭素および／または窒素を直接あるいは加圧状態で注入する方法、液体状態の二
酸化炭素および／または窒素をプランジャーポンプ等で注入する方法等があげられる。
【００４２】
これら二酸化炭素および／または窒素は、溶融樹脂組成物中への溶解性、浸透性、拡散性
等の観点から、成形機内部で超臨界状態となっている必要がある。
【００４３】
また本発明では、熱分解により二酸化炭素または窒素を発生する熱分解型発泡剤を発泡核
剤として併用することも可能であり、その例としてアゾジカルボンアミド、Ｎ，Ｎ－ジニ
トロソペンタテトラミン、アゾビスイソブチロニトリル、クエン酸、重曹等が挙げられる
。
【００４４】
本発明に用いる熱可塑性樹脂に、セル径を微細にするために、各種整泡剤の１種又はそれ
以上を添加することが可能であるが、該整泡剤としては通常の発泡成形で使用されている
公知のものが使用できるが、例えばオルガノポリシロキサンまたは脂肪族カルボン酸のフ
ルオロアルカンエステルが好適に用いられる。
【００４５】
オルガノポリシロキサンとしては、ポリジメチルシロキサン、ポリジフェニルシロキサン
、ポリメチルフェニルシロキサン、ポリメチルハイドロジェンシロキサン、これらオルガ
ノポリシロキサンをエポキシ基含有化合物、アミノ基含有化合物、エステル結合含有化合
物等によって変性した変性オルガノポリシロキサン等が挙げられる。なかでも樹脂中への
分散性、溶解性、表面外観改良の効果等の観点から、ポリジメチルシロキサンが好ましい
。
【００４６】
変性オルガノポリシロキサンを使用する場合には、過酸化物等のラジカル発生剤を添加す
ることで、樹脂との相溶性を向上することが可能である。
【００４７】
また脂肪族カルボン酸のフルオロアルカンエステルとしては、炭素数が３から３０の脂肪
族カルボン酸と炭素数３～３０のアルキル基より誘導されたフロロアルカン基を有するフ
ロロアルカンエステルで、脂肪族カルボン酸としては、例えばラウリン酸、ステアリン酸
、クロトン酸、オレイン酸、マレイン酸、グルタル酸、モンタン酸等が好適であり、樹脂
中への分散性、溶解性、表面外観改良の効果等の観点から、モンタン酸のフルオロアルカ
ンエステルが好ましく、なかでもモンタン酸のパーフルオロアルカンエステルが特に好ま
しい。
【００４８】
これら整泡剤の添加量は熱可塑性樹脂に対して０．１～１０重量部、好ましくは０．２～
８重量部さらに好ましくは０．３～５重量部の範囲にあることが好ましい。
【００４９】
整泡剤の添加量が、０．１重量％以上では発泡体のセル微細化が容易であり、また１０重
量部以下では、樹脂が発泡時のガス圧に耐えるだけの粘度を保持でき、破泡を生じないで
微小なセルを生成することができる。
【００５０】
また本発明には熱可塑性樹脂組成物の添加剤として発泡核剤として作用する無機微粉末を
使用することが可能である。この例としては、無機微粉末は、タルク、炭酸カルシウム、
クレー、酸化マグネシウム、酸化亜鉛、ガラスビーズ、ガラスパウダー、酸化チタン、カ
ーボンブラック、無水シリカ等があげられ、好ましくはタルク、炭酸カルシウム、酸化チ
タン、無水シリカであり、特に好ましくはタルクである。その粒径は５０μm以下が好ま
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しく、さらに好ましくは１０μm以下、特にに好ましくは５μm以下である。
【００５１】
上記樹脂組成物には、本発明の特性を損なわない範囲において、組成物中に例示した無機
微粉末、脂肪族カルボン酸およびその誘導体以外にエチレン－プロピレンゴム、エチレン
－ブテンゴム、プロピレン－ブテンゴム、スチレン－ブタジエンジブロック共重合体の水
素添加物、スチレン－ブタジエン－スチレントリブロック共重合体の水素添加物、スチレ
ン－イソプレンジブロック共重合体の水素添加物、スチレン－イソプレン－スチレントリ
ブロック共重合体の水素添加物、低密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、直鎖状低密
度ポリエチレン、超低密度ポリエチレン、エチレン－エチルアクリレート共重合体、エチ
レン－酢酸ビニル共重合体、ポリブテン等の各種エラストマー、可塑剤、顔料、安定剤、
充填剤、金属粉等を目的、用途に応じ適宜使用することが可能である。
【００５２】
本発明の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の原料となる熱可塑性樹脂組成物の製造方法につい
ては特に制限はなく、通常公知の方法を採用することができる。例えば、熱可塑性樹脂と
、必要によりオルガノポリシロキサンや脂肪族カルボン酸のフルオロアルカンエステル等
の添加剤を高速攪拌機等で均一混合した後、十分な混練能力のある一軸あるいは多軸の押
出機、混合ロール、ニーダー、ブラベンダー等で溶融混練する方法等で製造できる。また
熱可塑性樹脂とオルガノポリシロキサンや脂肪族カルボン酸のフルオロアルカンエステル
等を均一混合した状態で使用することも差し支えない。
【００５３】
本発明における熱可塑性樹脂組成物および二酸化炭素および／または窒素の相溶状態を形
成するガス溶解工程とは、図１に示した熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法の例にお
いては、連続可塑化装置（１）内で樹脂組成物を加熱溶融したのち、該溶融樹脂組成物中
に超臨界状態の二酸化炭素および／または窒素を添加し、均一に混合する工程であり、冷
却工程とは、溶融状態にある樹脂組成物を冷却し、射出、発泡に適した粘度になる様調整
する工程である。
【００５４】
該ガス溶解工程および冷却工程は、図２に示した熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法
の例においては、連続可塑化装置（１）およびアダプター（２）で行う。また図３に示し
た熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法の例においては、連続可塑化装置（１）、アダ
プター（２）および樹脂アキュームレータ装置（４）で行う。
【００５５】
計量射出工程とは、射出、発泡に適した粘度になる様、温度制御された樹脂組成物を射出
装置（７）に計量し、該射出プランジャー（６）で射出を行う工程であり、発泡制御工程
とは、金型（８）内に射出された樹脂組成物を加圧下より圧力低下させ、セル核を発生さ
せかつセル径の大きさを制御する工程である。これらのうち少なくとも、ガス溶解工程お
よび冷却工程は、特開平８－１１１９０号公報記載の特許請求の範囲及び各実施例に記載
の方法に準じ、以下の様に行う。
【００５６】
熱可塑性樹脂を、ホッパー（９）より連続可塑化装置（１）中に供給し、１００～４５０
℃に加熱溶融させる。また、二酸化炭素および／または窒素は、ガスボンベ（１０）より
昇圧ポンプ（１１）に輸送され、そこで昇圧され、圧力制御された二酸化炭素および／ま
たは窒素を連続可塑化装置（１）内の溶融樹脂組成物中に供給する。このとき、連続可塑
化装置（１）内に存在する二酸化炭素および／または窒素が、樹脂組成物に対する溶解拡
散を大幅に高め、短時間で樹脂組成物中に浸透することを可能とするため、系内を該二酸
化炭素および／または窒素の臨界圧力以上および臨界温度以上に維持する。また、連続可
塑化装置（１）内に供給された二酸化炭素および／または窒素は、昇温昇圧され超臨界状
態となるか、あるいは連続可塑化装置（１）に供給される以前に昇温昇圧され、超臨界状
態となってから供給される。
【００５７】
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連続可塑化装置（１）内で溶融樹脂組成物と二酸化炭素および／または窒素とがスクリュ
ウ（１２）により混練され、熱可塑性樹脂組成物と二酸化炭素および／または窒素の相溶
状態を形成させる。相溶後冷却工程において、連続可塑化装置（１）先端の温度制御で、
溶融状態にある樹脂組成物を５０～３００℃好ましくは８０～２８０℃で且つ溶融樹脂組
成物の可塑化温度以上に冷却し、この後の射出、発泡に適した粘度になるよう調整する。
【００５８】
本発明の第１～第４実施例を図により以下に説明する。図１～４において、（１）は連続
可塑化装置、（２）はアダプター、（３）は樹脂アキュームレータプランジャー、（４）
は樹脂アキュームレータ装置、（５）は開閉バルブ、（６）は射出プランジャー、（７）
は射出装置、（８）は金型、（９）はホッパー、（１０）はガスボンベ、（１１）は昇圧
ポンプ、（１２）はスクリュウ、（１３）はガスボンベ、（１４）は圧力制御バルブ、（
１５）は開閉バルブである。
【００５９】
図１において、ガス溶解工程において、熱可塑性樹脂１００重量部を、ホッパー（９）よ
り連続可塑化装置（１）中に供給し、加熱溶融させる。また、二酸化炭素および／または
窒素は、ガスボンベ（１０）より昇圧ポンプ（１１）に輸送され、そこで昇圧され、圧力
制御された二酸化炭素および／または窒素０．１～３０重量部が連続可塑化装置（１）内
の溶融樹脂組成物中に供給され、ガス溶解工程を行う。このとき、連続可塑化装置（１）
内に存在する二酸化炭素および／または窒素が、樹脂組成物に対する溶解拡散を大幅に高
め、短時間で樹脂組成物中に浸透することを可能とするため、系内は該二酸化炭素および
／または窒素の臨界圧力以上および臨界温度以上に維持されている必要がある。例えば、
二酸化炭素の場合、臨界圧力は７５．３kg/cm2、臨界温度は３１．３５℃であり、また窒
素の場合、臨界圧力は３３．５kg/cm2、臨界温度は－１４７．０℃であり、連続可塑化装
置（１）内は、圧力が７５～４００kg/cm2、好ましくは１００～３００kg/cm2の範囲、温
度は１００～４５０℃、好ましくは１１０～２８０℃の範囲が好ましい。
【００６０】
また、連続可塑化装置（１）内に供給された二酸化炭素および／または窒素は、昇温昇圧
され超臨界状態となるか、あるいは連続可塑化装置（１）に供給される以前に昇温昇圧さ
れ、超臨界状態となってから供給されても構わない。
【００６１】
連続可塑化装置（１）内で溶融樹脂組成物と二酸化炭素および／または窒素とがスクリュ
ウ（１２）により混練され、熱可塑性樹脂組成物と二酸化炭素および／または窒素の相溶
状態を形成させる。相溶後冷却工程において、連続可塑化装置（１）先端の温度制御で、
溶融状態にある樹脂組成物を５０～３００℃好ましくは８０～２８０℃で且つ溶融樹脂組
成物の可塑化温度以上に冷却し、この後の射出、発泡に適した粘度になるよう調整する。
【００６２】
射出、発泡に適した粘度になる様に温度制御された溶融樹脂組成物は、計量射出工程にお
いて、開閉バルブ（５）を介して接続された射出プランジャー（６）を有する射出装置（
７）へと送られる。該開閉バルブ（５）が開にあるとき、溶融樹脂組成物の射出装置（７
）中への流入で、該射出プランジャー（６）の後退することによって計量される。通常の
射出成形装置においては、計量終了後に直ちに背圧は停止するが本発明では、この時該射
出装置（７）内で溶融樹脂組成物が発泡しないよう、射出終了後まで背圧をかけ系内圧力
を制御し続ける必要がある。このときの背圧は、二酸化炭素および／または窒素の臨界圧
力以上である必要がある。ガス溶解工程、冷却工程および計量射出工程の一連の工程が終
了するまでは、常に発泡剤の臨界圧力以上の圧力を維持し、溶融樹脂組成物が樹脂とガス
に分離してしまうことのないようにする必要がある。一旦樹脂とガスが分離した後には、
再度系内圧力を上昇しても、樹脂とガスの相溶状態にはならないため、セルの微細化が不
可能になる。
【００６３】
計量終了後、該開閉バルブ（５）が閉に切り替わり、樹脂とガスの相溶混合物は該射出プ
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ランジャー（６）によって、金型（８）内への射出を行う。計量後射出を行う前に該射出
プランジャー（６）をサックバックさせることで、射出装置（７）内の圧力をわずかに低
下させることでセル核の生成を誘発する方法も好適に用いられる。
【００６４】
該開閉バルブ（５）が閉に切り替わり、樹脂とガスの相溶混合物は該射出プランジャー（
６）によって、金型（８）内への射出を行う間、連続可塑化装置（１）は射出工程とは独
立して樹脂組成物の溶融、および二酸化炭素および／または窒素の供給混練を行うため、
熱可塑性樹脂と二酸化炭素および／または窒素の定量的な混合溶解を継続する事が可能な
ため、常に連続可塑化装置（１）内を発泡剤の臨界圧力以上に維持することができ、計量
射出工程終了後、開閉バルブ（５）が開に切り替わると、直ちに連続可塑化装置（１）よ
り射出装置（７）へ冷却された溶融樹脂組成物が送られ、計量工程が開始される。
【００６５】
なお微細な平均セル径で均一な平均セル密度のセルを有する発泡体を製造するためには、
少なくともガス溶解工程、冷却工程、計量射出工程において、二酸化炭素および／または
窒素は超臨界状態である必要がある。
【００６６】
射出される直前の金型（８）内には、ガスボンベ（１３）あるいは昇圧ポンプより圧力制
御バルブ（１４）を介して供給される高圧ガスを所定の圧力で充填しておく。例えば、高
圧ガスとして窒素を使用する場合、発泡剤として使用する二酸化炭素および／または窒素
の臨界圧力以上の圧力であることが好ましい。
【００６７】
発泡制御工程において、該高圧ガスを充填させた金型（８）内に熱可塑性樹脂組成物と二
酸化炭素および／または窒素の相溶状態を形成した溶融樹脂組成物を射出する。射出後、
金型（８）内に充填した高圧ガスを急速に抜くことにより、金型（８）内に急激な圧力低
下を生じさせる。該工程により、樹脂に含浸しているガスは、過飽和状態となり、多数の
セル核が生じる。
【００６８】
　セル径は、金型（８）温度、金型（８）内圧力、および圧力低下速度により、制御する
ことが可能であり、平均セル径が０．０１～５０μｍ、好ましくは０．０１～２０μｍ、
より好ましくは０．１～２０μｍ、さらに好ましくは１～２０μｍ、平均セル密度が１０
8～１０16個／cm3である、好ましくは１０8～１０14個／cm3、さらに好ましくは１０8～
１０12個／cm3、表層に実質的に１μｍ以上のセルが存在しない、厚さ１０～１０００μ
ｍの非発泡部分を有する熱可塑性樹脂発泡射出成形体を得る。
【００６９】
また金型（８）内で急激な圧力低下を生じさせる方法として、金型（８）内に熱可塑性樹
脂組成物と二酸化炭素および／または窒素の相溶状態を形成した溶融樹脂組成物を射出し
たのち、コアの一部または全部を後退させ、金型（８）内の容量を急激に増し、金型（８
）内に急激な圧力低下を生じさせる方法も好適に用いられる。
【００７０】
これら発泡を制御する方法はそれぞれ単独であっても十分な発泡制御効果が得られるが、
２つの方法を併用することには何ら支障はない。
【００７１】
図２に示すように、発泡剤を供給するラインを有する連続可塑化装置（１）と、射出プラ
ンジャー（６）を有する射出装置（７）の間に、開閉バルブ（５）を介して射出装置（７
）と接続される該連続可塑化装置（１）の流出路に接続された、混合部を有するアダプタ
ー（２）を設けることは、溶融熱可塑性樹脂と二酸化炭素および／または窒素の混合をさ
らに進行させ、熱可塑性樹脂と二酸化炭素および／または窒素の相溶状態の形成が容易に
なること、および該アダプター（２）の温度制御により溶融状態にある樹脂を、この後の
射出、発泡に適した粘度になるよう冷却することが容易となり、ガス溶解工程および冷却
工程が容易に行えることから好ましい。この混合部を有するアダプター（２）については



(12) JP 4144916 B2 2008.9.3

10

20

30

40

50

特に制限は無いが、樹脂の混練および冷却を行うことからスタティックミキサーを内蔵す
るアダプター（２）が好適に用いられる。
【００７２】
また図３に示すように、射出プランジャー（６）を有する射出装置（７）の前に、開閉バ
ルブ（５）を介して射出装置（７）と接続される、プランジャーを有する樹脂アキューム
レータ装置（４）を設けることは、計量終了後、該開閉バルブ（５）が閉に切り替わり、
該射出プランジャー（６）によって、金型（８）内への射出を行う間、連続可塑化装置（
１）から送られてくる溶融樹脂は、該開閉バルブ（５）直前に備えられている樹脂アキュ
ームレータ装置（４）へと送られ、該溶融樹脂の流入によって、樹脂アキュームレータ装
置（４）のプランジャーが後退するという該樹脂アキュームレータ装置（４）の制御によ
り、装置系内を所定圧力に維持することが容易となるため、溶融樹脂組成物の相溶状態の
維持が容易となり発泡射出成形体のセル径を微細にすることが容易となるため好ましい。
【００７３】
また図４に示すように、プランジャーを有する樹脂アキュームレータ装置（４）に代えて
もう一台の射出プランジャー（６）を有する射出装置（７）を設けることも、装置系内を
所定圧力に維持することが容易となるため、溶融樹脂組成物の相溶状態の維持が容易とな
り発泡射出成形体のセル径を微細にすることが容易となるため好ましい。
【００７４】
本発明の方法では、発泡剤である二酸化炭素および／または窒素を連続可塑化装置（１）
中の溶融樹脂に供給、十分に混練したのち、開閉バルブ（５）を介して射出プランジャー
（６）を有する射出装置（７）に計量し射出成形することから、射出中においても該開閉
バルブ（５）が閉に切り替わり連続可塑化装置（１）は射出工程とは独立して樹脂の溶融
および、二酸化炭素および／または窒素の供給混練を行うことが可能であるため、系内の
圧力調整が容易であるため、発泡射出成形体のセル径を微細にすることが容易となり、連
続的にしかも短時間のうちに微細で多数の気泡を均一に有する熱可塑性樹脂発泡射出成形
体の製造が可能になる。
【００７５】
　本発明により、表面外観が良好で一体化した非発泡部分を表層に有する熱可塑性樹脂発
泡射出成形体を、効率良く製造することが可能になる。
【００７６】
　図７に本発明の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の断面の一例を示した。該成形体は、表層
部に、発泡した内層部と一体化した非発泡部分を有した構造となっており、表層の非発泡
部の厚みは約１０～約１０００μｍである。この非発泡部分は、溶融樹脂組成物が射出に
より金型内に導入され、金型と接触することにより冷却され生成するものである。また発
泡体の厚みは０．５～５０ｍｍであり、好ましくは１～４０ｍｍ、さらに好ましくは２～
３０ｍｍである。本発明では、溶融樹脂組成物を射出成形する金型キャビティーの厚みを
予め調整しておくことで任意の厚みの発泡射出成形体を得ることが可能なため、発泡押出
成形では製造困難な厚み１０ｍｍ以上、さらには１５ｍｍ以上の発泡体も容易に製造可能
である。
【００７７】
以下実施例にて本発明を説明するが、本発明の内容はこれに限定されるものではない。
【００７８】
図１は実施例１および４を示す連続可塑化装置、射出装置、金型の断面図の一例である。
図２は実施例２を示す連続可塑化装置、アダプター、射出装置、金型の断面図の一例であ
る。図３は実施例３を示す連続可塑化装置、アダプター、樹脂アキュームレータ装置、射
出装置、金型の断面図の一例である。図４は本発明の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造
方法を示す一例である。図５は、比較例３の熱可塑性樹脂発泡体の製造方法を表す一例で
ある。図６は比較例４～６の熱可塑性樹脂発泡体の製造方法を表す一例である。図７は本
発明の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の断面の一例である。図８は発泡押出成形により製造
される熱可塑性樹脂発泡体の断面の一例である。
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【００７９】
【実施例】
なお、実施例および比較例に記した物性評価は次の方法にしたがって実施した。
【００８０】
　１）表面外観
　射出成形時の金型（８）内冷却時間を６０秒に設定し成形した発泡体の表面が目視観察
で一様で均一な場合で、かつ発泡体の断面観察で表層部分に一体化した非発泡部分がある
場合を○、水膨れ状の膨れがある等○以外の場合を×とした。
【００８１】
２）平均セル径
走査型電子顕微鏡により撮影した写真を画像処理し、求めたセルの円相当径をセルの平均
径とした。
【００８２】
３）平均セル密度
連続的に熱可塑性樹脂発泡射出成形体を成形し、成形品１０本毎にサンプルを３点取得し
た。３点のサンプルの写真を、走査型電子顕微鏡により撮影し、写真を画像処理して５０
０μm四方の中にあるセル数から１cm2当たりのセル数を算出し、それを２分の３乗した値
をセル密度とし、３点の平均を平均セル密度とした。
【００８３】
４）セルの均一性
走査型電子顕微鏡により撮影した写真５００μm四方中の最大のセルの径が、平均セル径
の１．５倍以下の場合で、且つ測定した３点のセル密度が平均セル密度の２／３～１．５
倍以内の場合を◎、平均セル径の２倍以下の場合で、且つ測定した３点のセル密度が平均
セル密度の１／２～２倍以内の場合を○、それ以外を×とした。
【００８４】
　５）表層厚み
　走査型電子顕微鏡により撮影した発泡体の断面写真より、非発泡の表層部分の厚みを測
定した。
【００８５】
　６）アイゾット衝撃強度
　実施例および比較例で成形したダンベル片を切削加工し、ＪＩＳ Ｋ７１１０に準拠し
、幅２ｍｍ、厚さ４ｍｍの２号Ａノッチ入りアイゾット衝撃試験片を作製、アイゾット衝
撃試験を行い、同一形状の非発泡試験片に対する強度比を測定した。なお強度の対比とな
るポリスチレンの非発泡試験片のアイゾット衝撃強度は、トーポレックス５５５－５７（
三井東圧化学（株）製）が１．７６kg-cm/cm2、トーポレックス５２５－５１（三井東圧
化学（株）製）が１．５４kg-cm/cm2、トーポレックス５７５－５７（三井東圧化学（株
）製）１．８３kg-cm/cm2であった。
【００８６】
実施例１
２００℃、５kgにおけるメルトフローインデックスが２．６g／10分であるポリスチレン
樹脂（三井東圧化学（株）製、トーポレックス５５５－５７）のペレット１００重量部を
ホッパー（９）より口径３０mm、Ｌ／Ｄ＝３０のスクリュウ（１２）を持つ連続可塑化装
置（１）中に供給し、２３０℃で加熱溶融し、昇圧ポンプ（１１）により１８０kg/cm2に
昇圧し超臨界状態とした二酸化炭素１５重量部を、該樹脂が完全に溶融したところに供給
した。連続可塑化装置（１）中で二酸化炭素と溶融樹脂を混練溶解させ、溶融樹脂組成物
の樹脂温度を徐々に１５０℃まで冷却し、１５０℃に設定した射出装置（７）へ計量後、
５０℃に設定した金型（８）内に射出した。このとき、射出される直前の金型（８）内に
は、窒素ガスを８０kg/cm2の圧力下で充填させておいた。射出終了後、金型（８）内に充
填させた窒素ガスを１秒間で抜き、さらに金型（８）のコアを２mm後退させることで、樹
脂発泡成形体である引張試験用ダンベル片（試験片厚み４mm）を得た。
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【００８７】
　発泡体の評価の結果を表１に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間
層に微細な平均セル径で均一な平均セル密度のセルを有する発泡部分と、表層に発泡部分
と一体化した非発泡部分を有する発泡体であった。
【００８８】
実施例２
実施例１において、連続可塑化装置（１）の流出路にスタティックミキサーを内蔵するア
ダプター（２）を接続し、アダプター（２）の温度を、流れ方向から順に、２００℃、１
６０℃、１２０℃と設定し、溶融樹脂組成物の樹脂温度を１２０℃とした以外は実施例１
に従いポリスチレン樹脂発泡成形体である引張試験用ダンベル片を得た。
【００８９】
　発泡体の評価の結果を表１に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間
層に微細な平均セル径で均一な平均セル密度のセルを有する発泡部分と、表層に発泡部分
と一体化した非発泡部分を有する発泡体であった。
【００９０】
実施例３
実施例２において、アダプター（２）の流出路に樹脂アキュームレータ装置（４）を接続
した以外は実施例２に従いポリスチレン樹脂発泡成形体である引張試験用ダンベル片を得
た。
【００９１】
　発泡体の評価の結果を表１に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間
層に微細な平均セル径で均一な平均セル密度のセルを有する発泡部分、表層に発泡部分と
一体化した非発泡部分を有する発泡体であった。
【００９２】
実施例４
実施例１において、金型（８）内の圧力を急激に変化させる方法として、射出される直前
の金型（８）内に、窒素ガスを８０kg/cm2の圧力下で充填させておく方法に代えて、射出
終了後、金型（８）内のコアを急速に後退し減圧した以外は実施例１に従いポリスチレン
樹脂発泡成形体である引張試験用ダンベル片を得た。
【００９３】
　発泡体の評価の結果を表１に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間
層に微細な平均セル径で均一な平均セル密度のセルを有する発泡部分と、表層に発泡部分
と一体化した非発泡部分を有する発泡体であった。
【００９４】
実施例５
実施例１において、金型（８）の温度を２０℃とした以外は実施例１に従いポリスチレン
樹脂発泡成形体である引張試験用ダンベル片を得た。
【００９５】
　発泡体の評価の結果を表１に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間
層に微細な平均セル径で均一な平均セル密度のセルを有する発泡部分と、表層に発泡部分
と一体化した非発泡部分を有する発泡体であった。
【００９６】
実施例６
実施例１において、金型（８）の温度を８０℃とした以外は実施例１に従いポリスチレン
樹脂発泡成形体である引張試験用ダンベル片を得た。
【００９７】
　発泡体の評価の結果を表１に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間
層に微細な平均セル径で均一な平均セル密度のセルを有する発泡部分と、表層に発泡部分
と一体化した非発泡部分を有する発泡体であった。
【００９８】
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実施例７
実施例１において、炭酸ガス量を５重量部とした以外は実施例１に従いポリスチレン樹脂
発泡成形体である引張試験用ダンベル片を得た。
【００９９】
　発泡体の評価の結果を表１に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間
層に微細な平均セル径で均一な平均セル密度のセルを有する発泡部分と、表層に発泡部分
と一体化した非発泡部分を有する発泡体であった。
【０１００】
比較例１
実施例１において、射出される直前の金型（８）内に高圧の窒素ガスを充填することなく
、常圧の空気のままとし、金型のコアを予め後退して厚さ４ｍｍとしたこと以外は、実施
例１に従いポリスチレン樹脂発泡成形体である引張試験用ダンベル片を得た。
【０１０１】
発泡体の評価の結果を表１に示す。アイゾット衝撃強度が低く、表面外観不良、微細な平
均セル径なセルではない、セル数が少ない等の点で好ましくなく、本発明で意図する発泡
体は製造不可能であった。
【０１０２】
比較例２
実施例１において、射出工程の間連続可塑化装置（１）で、二酸化炭素と溶融樹脂を混練
溶解を行わず、射出工程終了後に混練溶解を再度開始したこと以外は、実施例１の方法に
従いポリスチレン樹脂発泡成形体である引張試験用ダンベル片を得た。
【０１０３】
発泡体の評価の結果を表１に示す。アイゾット衝撃強度が低く、表面外観不良、微細な平
均セル径なセルではない、セル数が少ない等の点で好ましくなく、本発明で意図する発泡
体は製造不可能であった。
【０１０４】
またこの発泡体の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、径が５０から１００μｍの
不均一な気泡が分散していた。
【０１０５】
比較例３
２００℃、５kgにおけるメルトフローインデックスが２．６g／10分であるポリスチレン
樹脂（三井東圧化学（株）製、トーポレックス５５５－５７）のペレット１００重量部を
、図５に示す口径３０mm、Ｌ／Ｄ＝３０のスクリュウを持つインライン型射出成形機（シ
リンダー温度２３０～１５０℃）に供給し、２３０℃で加熱溶融し、昇圧ポンプ（１１）
により１８０kg/cm2に昇圧し超臨界状態とした二酸化炭素１５重量部を、該樹脂が完全に
溶融したところに供給した。計量後はスクリュウの回転は停止し、ガス溶解工程及び冷却
工程は中断された。またスクリュウの停止に伴いスクリュウ背圧は解除された。計量後溶
融樹脂を、５０℃に設定した金型（８）内に射出した。このとき、射出される直前の金型
（８）内には、窒素ガスを８０kg/cm2の圧力下で充填させておいた。射出終了後、金型（
８）内に充填させた窒素ガスを１秒間で抜き、さらに金型（８）のコアを２mm後退させる
ことで、樹脂発泡成形体である引張試験用ダンベル片（試験片厚み４mm）を得た。
【０１０６】
発泡体の評価の結果を表１に示す。アイゾット衝撃強度が低下し、表面外観不良、微細な
平均セル径なセルではない、セル数が少ない等の点で好ましくなく、本発明で意図する発
泡体は製造不可能であった。
【０１０７】
実施例８～１０
実施例３と同一の射出成形機に８０×８０×６（厚み）ｍｍの大きさのシートが成形出来
る金型（８）を取り付けた。厚みはコアバック量により６ｍｍ～１５ｍｍに調整できる様
にした。成形材料として実施例３と同等のポリスチレンを用い、二酸化炭素の注入量を８
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重量部とした以外は実施例３と同等とした。得られたシートの比重、ＳＥＭ写真観察によ
り無発泡のスキン層厚み、発泡層の平均セル径、セル密度を測定し、高速衝撃試験機（Ｒ
ｈｅｏｍｅｔｒｉｃｓ社製　 ＲＩＴ８０００）により面衝撃強さ（破壊エネルギー）を
０℃、撃芯径１／２インチ、受け台径　２インチ、撃芯速度　１０ｍ／ｓｅｃで測定した
。結果を表２に示す。厚みが厚いものでも平均セル径は小さかった。
【０１０８】
実施例１１～１２
実施例８～１０において、８０×８０×１５（厚み）ｍｍの大きさのシートが成形出来る
金型（８）を取り付け、コアバック量により厚みを２０ｍｍ～５０ｍｍに調整できる様に
した以外は実施例８～１０に従い発泡シートを得た。結果を表２に示す。厚みが厚いもの
でも平均セル径は小さかった。
【０１０９】
　比較例４～８
第一押し出し機（スクリュウ径５０ｍｍ，Ｌ／Ｄ ２５ シリンダー温度１８０～２２０℃
）（１７）と第二押し出し機（スクリュウ径６５ｍｍ，Ｌ／Ｄ＝３８シリンダー温度 １
５０℃）（１８）よりなるタンデム型押し出し機に図６に示す押し出しダイス及び冷却装
置（１９）を取り付けダイス温度１４０とし、第一押し出し機のスクリュウ先端から４０
０ｍｍの所から二酸化炭素を８重量部注入し発泡シート（２０）を得た。リップ開度と押
し出し量、ダイス内圧を調整し厚み６～１５ｍｍのシートを得た。実施例８と同様に比重
、平均セル径、セル密度、面衝撃強さを測定した。結果を表２に示す。射出成形方法によ
る実施例８～１２に比べて厚みが厚いほど平均セル径が大きかった。また、面衝撃強さも
実施例８～１２に比べて低かった。また図８に示す様に、発泡押出成形で得られた発泡シ
ートの表層は、内層部と同じ様に発泡しており緻密な非発泡層は存在しなかった。
【０１１０】
実施例１３
２００℃、５kgにおけるメルトフローインデックスが２．６g／10分であるポリスチレン
樹脂（三井東圧化学（株）製、トーポレックス５５５－５７）のペレット１００重量部に
、ポリジメチルシロキサン１重量部をドライブレンドしたのち、該混合物をホッパー（９
）より口径３０mm、Ｌ／Ｄ＝３０のスクリュウ（１２）を持つ連続可塑化装置（１）中に
供給し、２３０℃で加熱溶融し、昇圧ポンプ（１１）により１８０kg/cm2に昇圧し超臨界
状態とした二酸化炭素１５重量部を、該樹脂が完全に溶融したところに供給した。連続可
塑化装置（１）中で二酸化炭素と溶融樹脂を混練溶解させ、溶融樹脂組成物の樹脂温度を
徐々に１５０℃に冷却し、１５０℃に設定した射出装置（７）へ計量後、５０℃に設定し
た金型（８）内に射出した。このとき、射出される直前の金型（８）内には、窒素ガスを
８０kg/cm2の圧力下で充填させておいた。射出終了後、金型（８）内に充填させた窒素ガ
スを１秒間で抜き、さらに金型（８）のコアを２mm後退させることで、樹脂発泡成形体で
ある引張試験用ダンベル片（試験片厚み４mm）を得た。この間、金型（８）内での冷却時
間を３０秒として連続的に成形したが離型後に発泡体の表面が二次発泡により不良になる
ことは皆無であった。
【０１１１】
　発泡体の評価の結果を表３に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間
層に微細な平均セル径で均一な平均セル密度のセルを有する発泡部分と、表層に発泡部分
と一体化した非発泡部分を有する発泡体であった。
【０１１２】
実施例１４
実施例１３において、ポリスチレン樹脂とポリジメチルシロキサンの他に平均粒子径２μ
mのタルク２重量部を添加した以外は、実施例１３に従い発泡体を得た。
【０１１３】
発泡体の評価の結果を表３に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、微細な
平均セル径で均一な平均セル密度のセルを有する発泡体であった。
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【０１１４】
　実施例１５～１８
実施例１３において、ポリスチレン樹脂とポリジメチルシロキサンおよび二酸化炭素の割
合を表３に示した割合とした以外は、実施例１３に従い発泡体を得た。発泡体の評価の結
果を表３に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間層に微細な平均セル
径で均一な平均セル密度のセルを有する発泡部分と、表層に発泡部分と一体化した非発泡
部分を有する発泡体であった。
【０１１５】
　実施例１９
実施例１３において、ポリスチレン樹脂を２００℃、５kgにおけるメルトフローインデッ
クスが１０g／10分であるポリスチレン樹脂（三井東圧化学（株）製、トーポレックス５
２５－５１）とした以外は、実施例１３に従い発泡体を得た。発泡体の評価の結果を表３
に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間層に微細な平均セル径で均一
な平均セル密度のセルを有する発泡部分と、表層に発泡部分と一体化した非発泡部分を有
する発泡体であった。
【０１１６】
　実施例２０
実施例１３において、ポリスチレン樹脂を２００℃、５kgにおけるメルトフローインデッ
クスが１．８g／10分であるポリスチレン樹脂（三井東圧化学（株）製、トーポレックス
５７５－５７）とした以外は、実施例１３に従い発泡体を得た。発泡体の評価の結果を表
３に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間層に微細な平均セル径で均
一な平均セル密度のセルを有する発泡部分と、表層に発泡部分と一体化した非発泡部分を
有する発泡体であった。
【０１１７】
比較例９～１１
実施例１３において、ポリスチレン樹脂、ポリジメチルシロキサンおよび二酸化炭素の割
合を表３に示した割合とした以外は、実施例１３に従い発泡体を得た。
発泡体の評価の結果を表３に示す。表面外観不良、微細な平均セル径なセルではない、セ
ル数が少ない等の点で好ましくなく、本発明で意図する発泡体は製造不可能であった。
【０１１８】
実施例２１
２００℃、５kgにおけるメルトフローインデックスが２．６g／10分であるポリスチレン
樹脂（三井東圧化学（株）製、トーポレックス５５５－５７）のペレット１００重量部に
、モンタン酸パーフルオロプロピルエステル１重量部をドライブレンドしたのち、該混合
物をホッパー（９）より口径３０mm、Ｌ／Ｄ＝３０のスクリュウ（１２）を持つ連続可塑
化装置（１）中に供給し、２３０℃で加熱溶融し、昇圧ポンプ（１１）により１８０kg/c
m2に昇圧し超臨界状態とした二酸化炭素１５重量部を、該樹脂が完全に溶融したところに
供給した。連続可塑化装置（１）中で二酸化炭素と溶融樹脂を混練溶解させ、溶融樹脂組
成物の樹脂温度を徐々に１５０℃に冷却し、１５０℃に設定した射出装置（７）へ計量後
、５０℃に設定した金型（８）内に射出した。このとき、射出される直前の金型（８）内
には、窒素ガスを８０kg/cm2の圧力下で充填させておいた。射出終了後、金型（８）内に
充填させた窒素ガスを１秒間で抜き、さらに金型（８）のコアを２mm後退させることで、
樹脂発泡成形体である引張試験用ダンベル片（試験片厚み４mm）を得た。この間、金型（
８）内での冷却時間を３０秒として連続的に成形したが離型後に発泡体の表面が二次発泡
により不良になることは皆無であった。
【０１１９】
　発泡体の評価の結果を表４に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間
層に微細な平均セル径で均一な平均セル密度のセルを有する発泡部分と、表層に発泡部分
と一体化した非発泡部分を有する発泡体であった。
【０１２０】
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実施例２２
実施例２１において、ポリスチレン樹脂とモンタン酸パーフルオロプロピルエステルの他
に平均粒子径２μmのタルク２重量部を添加した以外は、実施例２１に従い発泡体を得た
。
【０１２１】
　発泡体の評価の結果を表４に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間
層に微細な平均セル径で均一な平均セル密度のセルを有する発泡部分と、表層に発泡部分
と一体化した非発泡部分を有する発泡体であった。
【０１２２】
　実施例２３～２６
実施例２１において、ポリスチレン樹脂とモンタン酸パーフルオロプロピルエステルおよ
び二酸化炭素の割合を表４に示した割合とした以外は、実施例２１に従い発泡体を得た。
発泡体の評価の結果を表４に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間層
に微細な平均セル径で均一な平均セル密度のセルを有する発泡部分と、表層に発泡部分と
一体化した非発泡部分を有する発泡体であった。
【０１２３】
　実施例２７
実施例２１において、ポリスチレン樹脂を２００℃、５kgにおけるメルトフローインデッ
クスが１０g／10分であるポリスチレン樹脂（三井東圧化学（株）製、トーポレックス５
２５－５１）とした以外は、実施例２１に従い発泡体を得た。発泡体の評価の結果を表４
に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間層に微細な平均セル径で均一
な平均セル密度のセルを有する発泡部分と、表層に発泡部分と一体化した非発泡部分を有
する発泡体であった。
【０１２４】
　実施例２８
実施例２１において、ポリスチレン樹脂を２００℃、５kgにおけるメルトフローインデッ
クスが１．８g／10分であるポリスチレン樹脂（三井東圧化学（株）製、トーポレックス
５７５－５７）とした以外は、実施例２１に従い発泡体を得た。発泡体の評価の結果を表
４に示す。アイゾット衝撃強度が向上し、表面外観良好、中間層に微細な平均セル径で均
一な平均セル密度のセルを有する発泡部分と、表層に発泡部分と一体化した非発泡部分を
有する発泡体であった。
【０１２５】
比較例１２～１４
実施例２１において、ポリスチレン樹脂、モンタン酸パーフルオロプロピルエステルおよ
び二酸化炭素の割合を表４に示した割合とした以外は、実施例２１に従い発泡体を得た。
【０１２６】
発泡体の評価の結果を表４に示す。アイゾット衝撃強度が低下し、表面外観不良、微細な
平均セル径なセルではない、セル数が少ない等の点で好ましくなく、本発明で意図する発
泡体は製造不可能であった。
【０１２７】
【表１】
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【０１２８】
【表２】
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【０１２９】
【表３】
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【０１３０】
【表４】
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【０１３１】
【発明の効果】
　本発明の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法により製造される成形体は表面外観が
良好で一体化した非発泡部分を表層に有し、微細な平均セル径で均一な平均セル密度のセ
ルを有する。
【図面の簡単な説明】
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【図１】本発明の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法の一例を示す概略構成図である
。
【図２】本発明の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法の一例を示す概略構成図である
。
【図３】本発明の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法の一例を示す概略構成図である
。
【図４】本発明の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の製造方法の一例を示す概略構成図である
。
【図５】通常の押出機を用いた熱可塑性樹脂発泡体の製造方法（比較例３）を示す概略構
成図である。
【図６】押出成形による熱可塑性樹脂発泡体の製造方法（比較例４～６）を示す概略構成
図である。
【図７】本発明の熱可塑性樹脂発泡射出成形体の断面の一例。
【図８】発泡押出成形により製造される熱可塑性樹脂発泡体の断面の一例である。
【符号の説明】
（１）　連続可塑化装置
（２）　アダプター
（３）　樹脂アキュームレータプランジャー
（４）　樹脂アキュームレータ装置
（５）　開閉バルブ
（６）　射出プランジャー
（７）　射出装置
（８）　金型
（９）　ホッパー
（１０）ガスボンベ
（１１）昇圧ポンプ
（１２）スクリュウ
（１３）ガスボンベ
（１４）圧力制御バルブ
（１５）開閉バルブ
（１６）インライン式射出成形機
（１７）第一押出機
（１８）第二押出機
（１９）冷却装置
（２０）熱可塑性樹脂発泡体
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【図７】
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